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ついては評価減ができます。
　①小規模宅地等の相続税の課税価格の特例とは、相
続等により取得した事業用や居住用の宅地等の内、
一定の面積までについて一定の要件を満たせば50％
または80％の評価減ができる制度ですが、2010年度
の税制改正により、次の見直しがされました。
　ａ．相続人等が相続税の申告期限まで事業または居
住を継続しない宅地等（現行200㎡まで50％減額）
を適用対象から除外します。
　ｂ．一の宅地等について共同相続があった場合に
は、取得した者ごとに適用要件を判定します。
　ｃ．一棟の建物の敷地の用に供されていた宅地等の
うちに特定居住用宅地等の要件に該当する部分とそ
れ以外の部分がある場合には、部分ごとに按分して
軽減割合を計算します。
　ｄ．特定居住用宅地等は、主として居住の用に供さ
れていた一の宅地等に限られることが明確化されま
した。
　（注）上記の改正は、2010年４月１日以後の相続ま
たは遺贈により取得する小規模宅地等に係る相続税
について適用します。
　②上記の特例は原則的には相続税の申告期限までに
遺産分割されなかった場合は適用されません。しか
し３年以内に遺産分割されれば適用されます。

Ⅱ．贈与税の制度を使った相続税対策

①贈与税の基礎控除額
　贈与税の課税価格が年110万円以下であれば贈与税
は課税されません。
②贈与税の配偶者控除の適用
　婚姻期間が20年以上である配偶者から居住用の土地
（土地の上に存する権利を含みます）または家屋を取
得した場合、または金銭を取得した者が翌年３月15日
までに居住用不動産を取得してその者の居住の用に供
した場合は、申告を条件として最高2,000万円（贈与
された居住用不動産等の価格を限度とします）が控除
されます。
　なお、将来万一居住用不動産を譲渡する場合を考
え、土地だけでなく建物も同時に贈与し、適用要件を
満たせば、譲渡所得の3,000万円控除×２人分が可能
（本人と配偶者）です。
③特別障害者に対する贈与税の非課税
　特別障害者扶養信託契約に基づいて金銭、有価証
券、その他の財産が特別障害者（相続税の障害者控除
対象者に同じ）を受益者として信託されたときは、そ
の信託受益権でその価額のうち6,000万円までの金額
は、贈与税の課税価格に算入されません。
④相続時精算課税制度について（下図参照）

⑤住宅取得資金等の贈与の特例
　ａ．2009年１月１日から2011年12月31日までの間に
その直系尊属から贈与により取得した住宅取得資金
について、非課税限度額（2009年中は500万円、
2010年中は1,500万円、2011年中は1,000万円）まで
の金額の贈与を受けた場合、適用対象となる者が贈
与を受けた年の合計所得金額が2,000万円以下の者
（2009年分は所得制限はありません）であるとき
は、その非課税限度額までの金額は贈与税の課税価
額に算入されません。なお、2010年中に限り1,500
万円特例と500万円特例（所得制限なし）は選択す
ることが出来ます。
　ｂ．資金贈与を受けた年の翌年３月15日までに原則
として居住することが必要であり、かつ贈与税の申
告書にこの規定の適用を受ける旨を記載し、一定の
書類を添付し申告することが必要です。
　ｃ．新築、新築・中古物件の取得及び増改築も対象
となります。
⑥住宅取得資金に係る相続時精算課税制度の特例
　ａ．自己の居住の用に供する一定の家屋を取得（敷
地の取得を含む）する資金または自己の居住の用に
供する家屋の一定の増改築のために資金の贈与を受
ける場合に限り、65歳未満の親からの贈与について
も2,500万円の特別控除を適用することができま
す。ただし、この制度は2011年12月31日までです。
　ｂ．住宅取得等資金贈与については、相続時精算課
税贈与の特別控除2,500万円と1,500万円の非課税枠
の合計4,000万円まで贈与税がかかりません。な
お、上記⑤の非課税額は、将来の相続時に相続税の
課税価格に含まれないが、⑥の特別控除額の適用金
額については相続税の課税価格に含まれ、相続時に
精算されます。
⑦贈与と贈与分岐点
　遺産総額を見積り、相続税の実効税率と贈与税の実
効税率とを比較し、相続税の実効税率をやや下回ると
ころで、財産を贈与すれば有効な対策となります。

Ⅲ．その他の留意すべき事項

①従来医療法人が解散し、清算所得が発生した場合
は、清算所得の金額に対して清算所得課税により法人
税が課税されていたが、本年10月１日以降の解散につ
いては期限切れの欠損金等考慮の上、通常の所得課税
（益金－損金＝所得）が行われます。
②小規模企業共済の給付金は、給付を受けるパターン
によって退職所得扱い、雑所得扱い、相続税の扱いと
変わりますので注意が必要です。
 （おわり）

　ますます少子高齢化が進む中、60歳代になりますと
医院の継承や相続税対策が気になるところです。そこ
で、今回は、相続税対策の基本的な考え方と最近の資
産税に関する税制改正の内容を紹介しておきます。

Ⅰ．相続税対策

イ．非課税財産の範囲
　①相続税の基礎控除額
　　「5,000万円＋1,000万円×法定相続人数」
　　※被相続人に実子がいるとき、この算式での法定

相続人数には養子のうち１人まで、実子がいない
ときは、養子のうち２人までを加えます。例え
ば、夫が死亡し妻と子供２人の場合は8,000万円
まで非課税です。

　②生命保険金の非課税枠
　　「500万円×法定相続人」
　③退職金の非課税枠
　　「500万円×法定相続人」
　　・医療法人から支払われる死亡退職金
　　・小規模企業共済等の死亡一時金
　④弔慰金等の非課税
　　・業務上の死亡…普通給与の３年分
　　・業務外の死亡…普通給与の６カ月分
　　※医療法人の院長が業務中に死亡し、医院が弔慰

金として5,000万円を支払った場合は（年間給与
2,000万円）2,000万円×３年＝6,000万円で5,000
万円は非課税となります。なお、明らかに退職金
等に該当するものは除かれます。

　⑤仏壇、墓地、墓石などは非課税
ロ．相続税額の主な諸控除
　・配偶者に対する税額の軽減
　　課税価格の合計額×法定相続分または1.6億円の
　いずれか多い方の金額までは非課税です。

　　※その他、未成年者控除、障害者控除、相次相続
控除、外国税額控除があります。

ハ．債務の控除（相続財産から差し引かれるもの）
　相続人の債務、例えば、銀行等からの借入金、未納
の所得税、住民税、固定資産税等の税額、事業上の未
払金、葬式費用などが控除されます。
ニ．不動産の（土地・建物）評価について
 〈宅地〉

　①宅地（自用地）の評価額…路線価格で評価され、
通常は時価より安く奥行、角地、不整形地などによ
り補正等を行い、評価計算されます。

　②貸宅地の評価額
　評価額＝自用地価額×（１－借地権割合）
　※借地権割合は30％～80％
　③貸家建付地の評価額
　評価額＝自用地の価額×（１－借地権割合×借家権
割合×賃貸割合）

　※借家権割合は30％
　賃貸マンション等に供されている宅地
　〈建物〉
　①建物（自己の居住用、事業用）の評価額は固定資
産税評価額×1.0

　②貸家、貸ビルの評価額は固定資産税評価額×（１
－借家権割合）

ホ．小規模宅地等の特例
　上記ニ．により、各々宅地の評価（①～③）を行っ
た後、小規模宅地等の特例の要件に該当する宅地等に

（注１）贈与財産は、贈与時の課税価格によります。
（注２）相続時精算課税贈与は、一般的には将来値上がりするものや確実に収益を生む財産（例えば、賃貸物件等）について行う
　　　　と有利といわれていますが、実際の適用に当たっては、専門家と十分相談の上、行って下さい。
（注３）各相続人の遺留分についても配慮が必要です。
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相続発生時には、贈与財産の価額
を相続財産に加算し、相続税を計
算、すでに納付済の贈与税を控除
し、精算されます。

ただし、相続開始前３年分の贈与財産は相
続財産に加算の上精算されます。

・65歳以上の親から20歳以上の子への贈与
・特別控除額2,500万円　なお、2,500万円を
　超える部分は一律20％課税
・一度選択すると、暦年方式には戻れません。
・住宅取得等資金贈与については⑥へ

相続時精算
課税制度

住宅取得等資金贈与

暦年贈与 110万円まで非課税

いずれか選択

⑤へ

図　相続時精算贈与と暦年贈与


